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消費者物価指数（全国・全県・市別総合指数　平成１７年＝１００）の推移

注：数値は持家の帰属家賃含む総合数値である。 資料：秋田県消費者物価統計調査（平成１９年度調査以後廃止）
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産業別市内総生産の推移 単位：百万円、％

資料：秋田県市町村民経済計算年報

市民所得の分配の推移 単位：百万円、％

資料：秋田県市町村民経済計算年報

　林　　　業

　農　　　業 -6.1

区　　　　分

１　第１次産業

実　　　績（年度） 増加率

　鉱　　　業

２　第２次産業

　水　産　業

３　第３次産業

　建　設　業

　製　造　業

　金融・保険業 -3.4

　卸売・小売業

　電気・ガス・水道業

　サービス業

　運輸・通信業 7.6

　不動産業

　対家計民間非営利サービス生産者

　政府サービス生産者 27,843 27,978

市内総生産(１＋２＋３－４)

４　(控除)帰属利子等

区　　　　分

市内総生産(帰属利子等控除前)

　(２)雇主の社会負担 12,836

　(１)賃金・俸給

１　雇用者報酬
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　(２)家　計

　(１)一般政府
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　　③持ち家
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人口１人当たり総生産・１人当たり分配所得　　（参考資料）

※平成17年は合併後の数値により、平成16年は旧能代市と旧二ツ井町との合算である。 資料：秋田県市町村民経済計算年報

※推計方法の改定や新しい統計結果の活用、及び経済の変動率を勘案した遡及改定により数値が変わる場合がある。

主な用語の解説

（１）市町村内総生産（経済活動別）

（２）政府サービス生産者

（３）対家計民間非営利サービス生産者

（４）帰属利子

（５）市町村民所得（分配）

（６）雇用者報酬

（７）財産所得

（８）企業所得

（９）１人当たり市町村民所得

　　能代地域　　　　　（千円／人） 2,179 2,158 -1.0

　　秋 田 県　　　　　（千円／人） 2,425 2,483 2.4

　　秋 田 県　　　　　　（百万円） 2,749,752 2,782,179 1.2

１人当たり分配所得（Ｅ＝Ｄ／Ａ）

市民所得(分配)(Ｄ)

　　能代地域　　　　　　（百万円） 135,741 132,427 -2.4

　　秋 田 県　　　　　（千円／人） 3,331 3,398 2.0

１人当たり総生産（Ｃ＝Ｂ／Ａ）

　　能代地域　　　　　（千円／人） 3,529 3,782 7.2

　　能代地域　　　　　　（百万円） 220,488 232,049 5.2

　　秋 田 県　　　　　　（百万円） 3,781,996 3,808,494 0.7

総生産(Ｂ)

　　能代地域　　　　　　（人） 62,287 61,352 -1.5

　　秋 田 県　　　　　　（人） 1,133,794 1,120,646 -1.2

平成１８年 平成１９年 (19-18)/18

人口(Ａ)

増加率実　数　(年度)
区　　　　分　　　　(単位)

　一般政府、家計、対家計民間非営利団体が所有する資金・資産を運用・貸借して得られる所得。
　家計については利子（純受取＝受取－支払）、配当（受取）、保険契約者に帰属する財産所得、賃貸料が計上される。
　一般政府、対家計民間非営利団体については、純受取（受取－支払）の各項目合計が計上される。

　営業余剰に、財産所得の純受取を加算したもので、民間法人企業、公的企業、個人企業の別に計上される。
　財産所得において、家計に配当が計上されることから、二重計算を回避するため配当受払後の金額を計上する。

　「１人当たり市町村民所得」は次式のとおり、雇用者報酬、財産所得、企業所得の合計を総人口で除して求める。市町村民所得の水準は、賃金水準や
給与水準とは異なる性質の指標であることに留意する必要がある。

　１人当たり市町村民所得＝市町村民所得（雇用者報酬＋財産所得＋企業所得）÷市町村の総人口

　一定期間内に市町村内経済部門の生産活動によって新たに生み出された価値の評価額を、産業、政府サービス生産者、対家計民間非営利サービス生産
者別の経済活動別に示したものであり、産出額から中間投入額を控除したもの。

　政府サービスとは、国家の治安や秩序の維持、経済厚生、社会福祉の増進などのためのサービスで、政府以外によっては効率的かつ経済的に供給され
ないような、社会の共通目的のために行われる性格のものである。
　政府サービス生産者には、上記の機能を果たす中央政府（国出先機関）、地方政府（県、市町村）などの行政機関のほか、社会保障基金や事業団の一
部など、特定の非営利団体が含まれる。

　他の方法では効率的に提供し得ない社会的、公共的サービスを、利益追求を目的とせず家計へ提供する団体を「対家計民間非営利団体」といい、これ
を生産者として把握する場合、「対家計民間非営利サービス生産者」という。対家計民間非営利団体は、ある特定の目的を遂行するために集まった個人
の自発的な団体であり、その活動は通常、会員の会費や家計、企業、政府からの寄付、補助金によって賄われる。労働組合、政党、宗教団体のほか、私
立学校のすべてがこれに含まれる。なお、副次活動として営利活動を営む場合、その副次活動は分離して、産業に含められる。

　金融業の営業活動による純受取分（受取利子＋受取配当－支払利子）。
　一方、他の産業では、これをコスト（借入金利息の支払い）として総生産から控除する必要が生じるが、推計手法上、産業別に控除額を明らかにする
ことが困難なため、控除項目を設けて一括控除している。統計表の「（控除）帰属利子等」には、帰属利子のほかに「輸入品に課される税・関税（加算
項目）」、「総資本形成に係る消費税（控除項目）」が含まれ、同様の理由で一括して加算・控除を行う。

　生産活動によって生み出された付加価値が、その生産活動に労働、資本等の生産要素を提供した市町村民に、賃金、配当などの対価によって、どのよ
うに分配されたかを示したもの。この分配された所得の総額が市町村民所得であり、雇用者報酬、財産所得、企業所得から更正される。

　雇用者が労働の対価として受け取る現金や現物給与の他、雇主が雇用者福祉のために直接負担する社会保障関係費用のことであり、賃金・俸給と、雇
主の社会負担の合計額となる。


